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１３－１ 香川地区大量排出油等防除協議会 

 

（目的） 

第１条 この協議会は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号）

第４３条の６（排出油等の防除に関する協議会）の規定に基づき、香川地区（高松海上保安部

管轄区域内海域及びその隣接海域（以下、同））において、大量の油若しくは有害液体物質（以

下、油等という。）の排出事故が発生した場合の防除活動について必要な事項を協議し、かつ、

会員間における連携を推進すること及び他の地区の大量排出油等防除協議会との連携を推進す

る機関としての役割を果たすことを目的とする。 

（会の名称） 

第２条 会の名称を「香川地区大量排出油等防除協議会」（以下、地区協議会という。）という。 

（地区協議会の業務） 

第３条 地区協議会は次の業務を行う。 

(1) 排出油等防除計画の策定 

イ 情報の共有 

ロ 人員、施設、機材の動員、輸送 

ハ 出動船艇相互間の通信連絡 

ニ その他必要事項 

(2) 排出油等防除に必要な施設、機材の整備の推進 

(3) 排出油等防除に関する研修又は訓練 

(4) 排出油等防除活動の連携の推進 

(5) 排出油等処理剤の使用に関する事項 

(6) その他排出油等防除に必要な事項 

（組織） 

第４条 地区協議会は、会長及び会員をもって組織する。 

２ 会長は、高松海上保安部長をもってあてる。 

３ 会長は、会務を統理する。 

４ 会員は、高松海上保安部管轄区内において排出油等防除に関係ある別表に掲げる機関の長又

はその指名する職員をもってあてる。 

５ 地区協議会に、排出油等防除に関する技術的事項の調査研究及び事故発生時における技術的

事項に関する助言を行うため、技術専門委員会をおくことができる。 

６ 技術専門委員会の委員は、会長の推薦するもののうちから会議の同意を得て委嘱する。 

（会議） 

第５条 会議は、定例会議及び臨時会議とし、会長が招集する。 

２ 定例会議は、年１回開催する。 

３ 臨時会議は、必要がある場合に開催する。 

（資料の交換） 

第６条 会員は、排出油等防除に必要な次の資料を年１回（３月末日現在）会長に提出するものとす

る。なお防除能力に大幅な変更があった場合は、そのつど会長に通知するものとする。 
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(1) 施設、機材の整備、保有状況 

(2) 情報連絡体制（連絡担当者、昼夜間の電話番号等） 

(3) その他必要な事項 

２ 会長は前項の資料をとりまとめのうえ、情報の共有を図るとともに、広域防災活動に活用す

るものとする。 

（情報提供） 

第７条 会長は、大量の油等が排出され、又は排出のおそれがある場合は、会員に対し、すみやかに

事故に関する情報を通知する。 

（総合調整本部の設置及び活動の調整） 

第８条 大量の油等が排出され、又は排出のおそれがある場合、会長は直ちに総合調整本部を設け、

情報の共有を図るとともに防除措置状況等の周知に努め、会員がそれぞれの立場に応じて連携

協力を図り、迅速かつ的確な防除活動を実施するために必要な活動の調整を行うものとする。 

２ 防除活動を実施する会員は、その所属する幹部職員を総合調整本部に派遣するものとする。 

（排出油等防除活動の実施） 

第９条 会員である船舶所有者、石油関係企業等は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第

３９条第２項各号に掲げる原因者又は同条第４項各号に掲げる協力者として防除活動を実施す

るものとする。 

２ 会員である関係行政機関及び地方公共団体は、固有の事務又は海洋汚染等及び海上災害の防

止に関する法律第４１条の２の規定による管区海上保安本部長又は海上保安部署長の要請によ

り、防除活動、二次災害防止等の対策を実施するものとする。 

３ 会員である民間防災機関、曳船、サルベージ、油防除資機材メーカー、漁業者団体等は、原

因者や地方公共団体等からの要請又は自衛措置により、防除活動、二次災害防止等の対策を実

施するものとする。 

４ 各会員の防除活動は、それぞれの固有の指揮系統のもと実施するものとする。 

（求償事務） 

第１０条 防除活動に要した費用の求償に関する事務は、各会員ごとに処理することを原則とする。 

（訓練） 

第１１条 排出油等事故発生時における会員の防除活動を演習するため、年1回以上の訓練（図上演習

を含む）を行うものとする。 

（災害補償） 

第１２条 防除活動を実施した者が、そのために死亡し負傷し、若しくは病気にかかり、又は廃疾と

なった場合における災害補償については、法令に別段の定めのあるもののほか、当該被災した

職員が所属する機関があたるものとする。 

（経費） 

第１３条 会長は、この会の運営に関して特に必要があると認める場合は、臨時会費を徴収すること

ができる。  

２ 国、消防、警察、水難救済会の会員は、臨時会費の徴収を免除するものとする。 

３ 臨時会費を徴収した場合、地区協議会に会計監事を置くものとする。 

（協議） 

第１４条 この会則に疑義が生じた場合及びこの会則に定められていない事項について協議の必要が
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ある場合には、その都度協議し決定するものとする。 

（排出油等防除計画にかかる意見の提出） 

第１５条 地区協議会は海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第４３条の６第２項の規定に基

づき、会員の協議により必要と認める場合には、香川地区にかかる同法第４３条の５第１項に

基づく排出油等防除計画について、海上保安庁に対し意見を述べるものとする。 

（庶務） 

第１６条 地区協議会の庶務は、高松海上保安部警備救難課において行う。 

 

附 則 

１ この会則は、昭和４９年９月２日から施行する。 

附 則 

１ この会則は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律（平成１８

年法律第６８号）施行の日から施行する。 

附 則 

１ この会則は、平成１９年６月２６日から施行する。 

（昭和６１年６月２７日一部改正） 

（平成７年７月１９日一部改正） 

（平成８年６月２１日一部改正） 

（平成１９年６月２６日一部改正） 

（平成２６年７月１日一部改正） 

（平成２９年７月７日一部改正） 

別表 

1 高松海上保安部  13 さぬき市  25 小豆地区消防本部  37 
日本栄船株式会社坂
出支店 

2 坂出海上保安署  14 東かがわ市  26 大川広域消防本部  38 
三洋海事株式会社四
国支店 

3 小豆島海上保安署  15 三豊市  27 
三観広域行政組合消
防本部 

 39 
深田サルベージ建設
株式会社四国営業所 

4 四国運輸局  16 土庄町  28 
香川県水難救済会多
度津救難所 

 40 
三九会 

5 
陸上自衛隊第１５普
通科連隊 

 17 小豆島町  29 
香川県漁業協同組合
連合会 

 41 
ＥＭＧマーケティング
合同会社高松油槽所 

6 
四国地方整備局高松
港湾空港整備事務所 

 18 直島町  30 
コスモ石油株式会社
坂出物流基地 

 42 
出光興産株式会社高
松油槽所 

7 香川県  19 宇多津町  31 
三菱化学株式会社坂
出事業所 

 43 
若宮産業株式会社 

8 香川県警察本部  20 多度津町  32 
三菱化学物流株式会
社坂出支社 

 44 
ライオンケミカル株式会
社オレオケミカル事業所 

9 高松市  21 高松市消防局  33 
四国電力株式会社火
力本部坂出発電所 

 45 
昭和シェル石油株式会社
高松アスファルト基地 

10 丸亀市  22 丸亀市消防本部  34 
川崎重工株式会社坂
出工場 

  
 

11 坂出市  23 坂出市消防本部  35 四国ドック株式会社    

12 観音寺市  24 多度津町消防本部  36 
今治造船株式会社丸
亀事業本部 
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１３－２ 備讃海域排出油等防除協議会連合会 

 

（目的） 

第１条 備讃海域（水島、玉野及び高松海上保安部の担任水域をいう。以下同じ。）において、大量

の油又は有害液体物資の排出事故（油又は有害液体物質が排出されるおそれがある場合を含

む。以下同じ。）による汚染又は汚染のおそれのある海域が、水島地区排出油等防除協議会、

岡山県東部大量排出油等災害対策協議会及び香川地区大量排出油等防除協議会（以下「地区

協議会」という。）のうち、二以上の地区協議会の管轄区域にまたがる場合、又はまたがる

おそれがある場合の防除活動を総合的に調整し、地区協議会会員がそれぞれの立場に応じて

相互に連携し、所要の協力を図りつつ、迅速かつ適確な防除活動の実施に資することを目的

とする。 

（名称） 

第２条 会の名称は「備讃海域排出油等防除協議会連合会」（以下「連合会」という。）とする。 

（業務） 

第３条 連合会は次の業務を行う。 

（１）防除活動の連携の推進に関すること。 

（２）排出油等防除に係る自主基準（マニュアル）の作成に関すること。 

（３）排出油等防除に関する研修及び訓練の実施に関すること。 

（４）その他排出油等防除に関すること。 

（組織） 

第４条 連合会の会員は、各地区協議会とする。 

２ 連合会会長は、第六管区海上保安本部長とする。 

３ 連合会会長は、連合会を代表し会務を統理する。 

４ 連合会の事務局は、第六管区海上保安部警備救難部環境防災課に置く。 

（会議） 

第５条 連合会の会議は、連合会会長、各地区協議会の会長（以下「地区会長」という。）及び同会

長が指名する各地区協議会の代表者により構成するものとする。 

なお、地区会長が指名する者は、原則として、地方自治体、民間企業及び漁業協同組合連合

会からそれぞれ１名とする。２ 連合会会長は、前項に定めるほか会議に必要な者の出席を求

めることができるものとする。 

３ 会議は、原則として、年１回開催するものとする。 

４ 会議は、次に掲げる事項を協議する。 

（１） 防除活動の連携の推進に関すること。 

（２） 連合会の事業計画に関すること。 

（３） その他連合会の重要事項に関すること。 

（訓練） 

第６条 連合会は、連携した防除活動を演練するため、原則として、年１回訓練を行うものとする。 

２ 前項の訓練は、海上における実働訓練又は机上訓練とする。 

（情報提供） 

第７条 連合会会長は、大量の油又は有害液体物質の排出事故による汚染又は汚染のおそれのある海

域が二以上の地区協議会の管轄区域にまたがる場合、又はまたがるおそれがある場合は、地
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区会長に対し、すみやかに事故に関する情報を通知する。 

２ 連合会会長から通知を受けた地区会長は、地区会員に対し、すみやかに事故に関する情報を

通知する。 

（総合調整本部の設置等） 

第８条 連合会会長は、前条第１項の情報提供を行い、必要と認める場合にあっては、備讃海域排出

油等防除協議会連合会総合調整本部（以下「総合調整本部」という。）を設け、情報の共有

を図るとともに防除措置状況等の周知に努め、会員がそれぞれの立場に応じて連携協力を図

り、迅速かつ的確な防除活動を実施するために必要な防除活動の調整を行うものとする。 

なお、この場合にあっては、地区協議会の総合調整本部は設置しない。 

２ 総合調整本部の本部長（以下「調整本部長」という。）は、連合会会長又は同会長が指名す

る者とする。 

３ 総合調整本部の本部員は、各地区会長、岡山県及び香川県の職員並びに防除活動を実施する

地区会員が所属する機関の幹部職員とする。 

４ 連合会会長は、前項に定めるほか必要な者を本部員とすることができるものとする。 

５ 連合会会長は、総合調整本部を存続させる必要がなくなったと認める場合は、速やかに総合

調整本部を解散するものとする。 

（防除活動の実施等） 

第９条 地区会員である船舶所有者、石油関係企業等は、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する

法律」（昭和４５年法律第１３６号。以下「海防法」という。）第３９条第２項各号に掲げ

る原因者又は同条第４項各号に掲げる協力者として防災活動を実施するものとする。 

２ 地区会員である関係行政機関及び地方公共団体は、固有の事務又は海防法第４１条の２の規

定による管区本部長等の要請により、防除活動、二次災害防止等の対策を実施するものとす

る。 

３ 地区会員である民間防止機関、曳船、サルベージ、油防除資機材メーカー、漁業者団体等は、

原因者や地方公共団体等からの要請又は自衛措置により、防除活動、二次災害防止等の対策

を実施するものとする。 

（他の排出油等防除協議会連合会への応援依頼） 

第１０条 連合会会長は、備讃海域において、大量の油又は有害液体物質の排出事故による汚染又は

汚染のおそれのある海域が、他の排出油等防除協議会連合会（以下「他の連合会」という。）

の管轄海域にまたがる場合、又はまたがるおそれがある場合は、他の連合会に対し排出事故

の概要及びその他必要な事項を明らかにして、人員、資材及び船舶の現場派遣並びに施設の

提供による応援の調整を求めることができる。 

（備讃海域外への応援のための出動調整） 

第１１条 連合会会長は、備讃海域外において発生した大量の油又は有害液体物質の排出事故に関し、

他の排出油等防除協議会等から応援の調整依頼を受け協力が必要と認めた場合には、地区協

議会に対し必要な協力のための出動を調整するものとする。 

２ 連合会会長は、前項の規定により出動調整を行った場合、応援協力を求めた排出油等防除協

議会等と調整を行うとともに、活動状況を把握し、その状況を各地区協議会に連絡するもの

とする。 

（指揮系統） 

第１２条 地区会員の防除活動は、それぞれの固有の指揮系統のもとに実施するものとする。 
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（求償及び災害補償） 

第１３条 防除活動に要した経費の求償及び防除活動に伴って生じた災害補償については、地区協議

会の会則に定めるところによる。 

附  則 

この会則は、平成９年１２月２４日から施行する。 

附  則 

この会則は、平成１８年１０月１６日から施行する。 

附  則 

この会則は、平成１９年１０月３０日から施行する。 
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１３－３ 原子力発電所等における放射能災害発生時の対応方針【香川県】 

 

原子力発電所等における放射能災害が発生した際の県の基本的な対応について以下のとおり定める。 

関係部局は、この方針に基づき具体的な対策を実施する。 

 

 内 容 

レ
ベ
ル
ゼ
ロ 

実施基準 県内で測定された大気中の放射線量が0.15μSｖ/h以下 

※ 0.15μSｖ/hは、平成19 年度から21年度までに観測された全国の平常時の最大

値 

実施体制 ― 

主な対策 ① 放射能の測定 

大気中の放射線量の測定（サーベイメーターを活用して複数地域で測定）、降

下物や水道水の分析 

② 被ばくの恐れがある地域からの帰県者等への放射線被ばくに関する相談、スク

リーニング検査の実施 

③ 県外で放射能汚染された食品が公表された場合、その品目について県内の流通

に関する情報収集 

④ 県内企業、農林水産事業者への影響調査 

レ
ベ
ルⅠ

 

実施基準 県内で測定された大気中の放射線量が0.15μSｖ/hを超え0.5μSｖ/h未満 

※ 0.5μSｖ/hは、原子力災害対策指針に基づく飲食物に係るスクリーニング基準 

実施体制 危機警戒本部 

本部長  危機管理総局長 

副本部長 危機管理総局次長 

本部員  危機管理総局参事、関係課長等 

主な対策 上記に加え、 

① 積極的な情報提供（県民、市町、医療機関、企業、農林水産業者、学校等） 

② 県民からの相談窓口の設置 

③ 国との対策協議 

④ 隣接県や防災関係機関との連携 

⑤ 飲料水や農畜水産物等の放射能汚染への対応 

⑥ 農畜水産物等の風評被害の防止 

レ
ベ
ルⅡ

 

実施基準 県内で測定された大気中の放射線量が0.5μSｖ/h以上20μSｖ/h未満 

ただし、被ばくの長期化など県民の健康への影響を考慮して一時移転対策等が必

要なときは、レベルⅢにより対応する。 

※ 20μSｖ/h は、原子力災害対策指針に基づく早期防護措置実施基準 

実施体制 災害対策本部 

本部長  知事 

副本部長 副知事 

本部員  各部長等 

主な対策 上記に加え、 

① 被害情報の収集・提供 

② 緊急時環境放射線モニタリングの実施 

③ 防災上必要な措置に関する国との協議 

④ 関係機関との応急対策の協議 

⑤ 飲料水、飲食物の摂取制限の準備 
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 内 容 

レ
ベ
ルⅢ

 

実施基準 県内で測定された大気中の放射線量が20μSｖ/h以上500μSｖ/h未満 

※ 500μSｖ/hは、原子力災害対策指針に基づく緊急防護措置実施基準 

実施体制 災害対策本部 

本部長  知事 

副本部長 副知事 

本部員  各部長等 

主な対策 上記に加え、 

① 一時移転対策の実施（誘導・広報等） 

② 医療活動 

③ 飲料水、飲食物の摂取制限 

④ 交通機能の確保 

⑤ 交通整理、警戒等の治安対策 

レ
ベ
ルⅣ

 

実施基準 500μSｖ/h以上 

実施体制 災害対策本部 

本部長  知事 

副本部長 副知事 

本部員  各部長等 

主な対策 国の指示を受け、あるいは国と協議しながら、避難等必要な対策を実施 

※ 放射能被害の状況、大気中の放射線量の上昇傾向や降下物等の分析結果などに応じて、上位のレベルでの対

応を実施する。 

 

 

 


